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研究員の視点

はじめに
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が本
格化した 2020 年の春以降、公共交通は利
用者の減少に直面し続けてきた。とりわけ、
コロナ禍の発生以前から利用の低迷に悩まさ
れていた全国の地域公共交通事業者への打撃
は大きく、路線の維持や事業の継続にいっそ
う苦慮する事態となっている。
　接触制限のための厳格な行動規制が課され
てきたドイツにおいても、地域公共交通の利
用者は大幅に減少した。ただし、欧州におけ
る感染拡大の第 1 波が沈静化した 2020 年
夏には、交通事業者の収支の悪化を直接的に
補填するための支援制度が構築されている。

地域公共交通の運営の仕組み
　この財政支援の内容と密接に関連している
ことから、まずは、地域公共交通の運営の仕
組みを示しておく。
　ドイツでは、東西の鉄道の統合を端緒とす
る鉄道改革の一環として、単一の都市・地域
内を走行する近距離鉄道の管轄主体が、連邦

（中央）から全 16 州（地方）へと変更されて
いる。この地域化と呼ばれる措置が実施され
た 1996 年以降、近距離鉄道、地下鉄、路
面電車、バスなどからなる地域公共交通全般
の計画策定、運営、および資金調達は、各州

や各州が指定した郡や市が担っている。
　あわせて、新たに制定された「地域化法」
に基づき、近距離鉄道に対する財政責任を移
管したことへの補償としての連邦財源が、各
州へと継続的に支給されるようになった。連
邦の緊縮政策を反映して支給総額が削減され
た時期もあったが、全 16 州合計で 82 億ユ
ーロが支給された 2016 年以降は、地域公
共交通のさらなる活性化を図るべく、2031
年までは毎年 1.8％ずつ増額することが規定
された（2022 年 3 月中旬現在、1 ユーロ≒ 128

円）。16 州それぞれへの配分は、その際に採
用された基準（2012 年時点の州内人口と 2015

年における各州での近距離鉄道の運行実績）に比
例するように行われている。
　こうして支給された地域化財源は、主に近
距離鉄道の運営に充当すべきとされている
が、その他の公共交通機関のために用いるこ
とも可能である。ドイツの地域公共交通は、
運賃収入のみでは経費をまかなえない不採算
な路線が多くを占めているため、州や郡・市
が交通事業者と契約を締結し、所定の輸送サ
ービスの提供を委託することを通じて確保さ
れているのが通例である。そして、その対価
として州や郡・市が交通事業者に支払う契約
金は、地域化財源から拠出することもできる。
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連邦による支援の決定経緯と内容
　地域化の実施以降、ドイツの地域公共交通
の利用者は徐々に増加し、コロナ禍に突入
する直前の 2019 年における輸送人員は過
去最多に達していた。ところが、2020 年 3
月以降は、ロックダウンが実施された時期を
中心として前年同月比で最大 8 割減にまで
縮小し、拡大基調に大きく水を差されること
となった。
　そうしたなか、2020 年 4 月、地域公共
交通の運営に携わる交通事業者などによって
結成されている複数の主要な業界関連団体
が、公的財源による支援の実施を求める共同
声明を発表した。その主張によれば、コロナ
禍に起因する利用者の激減に伴い、運賃収入
が平常時の 3 割以下にまで落ち込んでいる
にも関わらず、各地の鉄道やバスは、行政か
らの要請に従っておおむね通常の 8 割以上
の運行頻度を確保している。かつ、感染拡大
防止対策に要するコストも、看過できない金
額に上っている。その帰結として、全国の地
域公共交通事業者は、2020 年末までに最大
で総額 50 億ユーロの減収を強いられるとの
ことであった。
　こうした交通事業者からの要請に応えるよ
うに、2020 年 7 月には、感染拡大による
景気の低迷を克服するための経済政策の一環
として、地域公共交通を対象とした財政支援
を実施することが連邦議会において可決さ
れた。具体的には、上述した地域化財源の 1
年限りの増額という位置づけの下、2020 年
中に発生した収支の悪化分を交通事業者に補
填する際に活用可能な資金として、総額 25
億ユーロを連邦から各州へと支給することと
した。各州それぞれへの配分金額は、通常の
地域化財源と同様の考え方に基づいて決定さ
れている。

　連邦は、コロナ禍においても地域公共交通
サービスの量と品質は維持されるべきであ
り、そのためには交通事業者が長期的な資金
難に陥るという状況を回避することが重要で
あるとして、支援の迅速な実施に踏み切って
いる。その後、2020 年におけるドイツ全国
の地域公共交通事業者の収支の悪化は、総額
でおよそ 31 億ユーロに上ったものの、その
大部分が連邦から支給された財源によって補
填されたことが明らかとなった。なお、この
地域化法を活用した支援制度は、2021 年に
も運用が延長され、最大で総額 10 億ユーロ
の連邦財源が各州へと再び支給されることと
なった。

おわりに
　以上のような連邦による財政支援が奏功
していることは、600 社近くの交通事業者
が加盟する代表的な業界団体が、2022 年 3
月初旬に発表した公式見解などからも読み取
れる。これによれば、収入の減少は引き続き
免れ得ないものの、感染拡大が収束に向かう
たびに、地域公共交通に対する需要が急速に
回復してきたという過去 2 年間における経
験を踏まえれば、2022 年 4 月に予定され
ている行動規制の撤廃後は、旅客も収入も再
び増加することが見込まれるという。そして、
そうした状況に対処する上では、輸送のサー
ビス水準を一定のレベルに確保し続けること
を可能とした、連邦からの金銭面での支援が
不可欠であったとも述べている。
　わが国においては、公共交通に対する需要
はコロナ禍を乗り越えた後にも完全には回復
しないという前提が置かれることも少なくな
いが、ドイツの地域公共交通に顕在化し始め
た明るい兆しには、今後とも注目する価値が
認められよう。
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